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社会・経済のうごき＠しんぶん．yomu 
知っておきたい日本の経済・社会ニューストピックスを要約編集しました 

ホップステップ 

１０分でわかる 

何か始めなければ、現実は何も変わらない！ 

 

 

 

 国際通貨基金（ＩＭＦ）は、日銀のマイナス金利政策に

対し、現時点で「支持する」との表明を発表した。その一

方で、ＩＭＦは「マイナス金利の幅の拡大や長期化には限

界がある」と警告を発しつつ、金融緩和に財政出動と構造

改革を組み合わせることが重要だとの認識もアピールした。 

 

 

 

 

 内閣府の「社会意識に関する世論調査」結果によると、

６２．０％の人が「現在の社会に満足している」と答えて

いることが分かった。２００９年以降で最も髙く、逆に「満

足していない」との回答は前回より３ポイント低い３７．

２％だった。満足している理由（複数回答）で、「良質な生

活環境が整っている」が最も多く、他方、満足していない

理由では「経済的なゆとりと見通しが持てない」が最多だ

った。 

 

 

 

 

参院本会議で改正特例公債法が可決した。この改正で、

２０１６年度から２０年度までの５年間は国会審議を経な

いでも赤字国債が発行できることになる。この改正は、予

算編成の審議と合わせて毎年赤字国債の発行に関する審議

も行われてきたが、予算編成は成立するものの、衆参のね

じれ現象で赤字国債の発行のための特例公債法の成立が遅

れ、地方への予算配分や執行が遅れる事態も生じた経緯も

あり、今後５年間は赤字国債の発行が可能となった。歳出

の増加に歯止めが掛からないことの危惧がある。 

 

 

 

 

厚生労働省の調査で、６５歳以上の高齢者に占める要介

護認定を受けた人の割合（要介護率）は全国平均で１７．

９％だった。都道府県別でみると、大阪が最も高い２２．

４％で、山梨が最も低い１４．２％で、最大１．６倍の差

になっている。要介護認定されていない人を含む６５歳以

上の高齢者１人当たりの介護費用は全国平均で２７．４万

円だった。同省では「各自治体でデータを分析して認定率

や介護費用の適正化に活用して欲しい」としている。 

 

 

 

 

日本自動車工業会が行った２０１５年度の乗用車市場動

向調査によると、運転免許を持ち、車を保有していない１

０～２０代の社会人の５９％が「車を購入する意向がない」

ことが分かった。理由として、「買わなくても生活できる」

「駐車場代などお金がかかる」「お金は車以外に使いたい」

が挙げられた。また、６９％が「車に関心がない」と答え

た。他方、これから増やしていきたいものを尋ねたところ

「貯蓄」が最多の５０％を占めた。 

 

 

 

 

厚生労働省の２０１５年度の介護職員の賃金調査結果に

よると、平均月給は前年実績より１．３万円多い２８．７

万円他でつた事が分かった。人手不足での人材確保を図る

ための賃上げが実施されたことと、月１．２万円の介護報

酬の積み増しが行われたことで上昇したとみられる。ただ、

介護施設内の８職種でみると、介護職員の賃金は、看護師

（３７．５万円）、生活相談員（３２．１万円）、事務職（３

１．２万円）の上位には及ばない実態となっている。 

 

 

 

 

 消費者庁が初めて実施した名簿業者の実態調査結果によ

ると、業者が取り扱う個人情報はサッシや電子データで保

有されており、最大で３億人分の電子データを保有する業

者もいることが分かった。主な入手先は古書店や廃棄物回

収業者、個人などで、販売先は不動産業者、健康食品、化

粧品、宝飾品、学習塾などが目立っていた。ほとんどの業

者は新たな名簿の入手が困難になるとともに、情報の鮮度

の維持が難しいこともあり、需要が減り、売上げも年々減

少している。 

 

 

 

 

 東京地区私立大学教職員組合連合会の調査によると、首

都圏の私立大に昨年度入学した下宿生への仕送り月額は平

均で８万６７００円となり、１５年連続で減少しているこ

とが分かった。１９９４年度のピーク時には１２万４９０

０円だったが、３割以上も減っている。仕送り平均額から

家賃平均額を差し引いた生活費を日額換算すると、１日当

たりの生活費は８５０円で過去最低となった。同連合会で

は「保護者の年収が増えていないことに加え、消費税増税

で生活費負担が増し、仕送りに影響している」とみている。 
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要介護率、全国平均１７．９％に 


